
（様式１－３） 

山田町復興交付金事業計画 復興交付金事業等個票 

第 18回：平成 29年 6月時点（前回：第 14回） 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。 

NO. 115 事業名 織笠地区（跡浜区域）都市再生区画整理事業

（被災市街地復興土地区画整理事業） 

事業番号 D-17-12 

交付団体 町 事業実施主体（直接/間接） 町（直接） 

総交付対象事業費 58,000（千円） 全体事業費 92,292（千円） 

事業概要 

土地区画整理事業（2.5ha） 

【山田町復興計画】 

■（Ｐ14）5-1.（1）.③.○活力を生み出す産業地の整備 

（事業間流用による経費の変更）（平成 29年 5月 10日） 

29年度事業費として、D-4-11被災者向け公営住宅改修事業（柳沢団地）より 22,000千円（国

費：H24繰越予算 16,500千円）を流用。これにより交付対象事業費は 36,000千円（国費：

27,000千円）から 58,000千円（国費：43,500千円）に増額。 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

当面の事業概要 

＜平成 26年度＞ 

事業準備（合意形成作業） 

＜平成 27年度＞ 

基本計画、都市計画決定、事業計画策定 

＜平成 28年度＞ 

事業認可、実施（換地）設計、仮換地指定、工事開始、建物等物件移転（補償）、工事、土地供給開始（建

物再建開始） 

＜平成 29年度＞ 

工事、建物等物件移転（補償） 

＜平成 30年度＞ 

工事、建物等物件移転（補償）、工事完了 

＜平成 31年度＞ 

事業完了 

東日本大震災の被害との関係 

東日本大震災において、織笠地区では、波高約 9ｍの津波により防潮堤や河川堤防が破壊され、

その結果、477 棟が全壊、106 名の死亡者が発生するという事態が生じた。このことから、織笠

地区では新たに防潮堤（T.P9.7m）を整備するとともに、防潮堤整備後もなお浸水することが想

定される危険区域については、防災集団移転促進事業により居住者等の高台移転を進めることと

している。 

本事業は、居住者等の移転により生み出された低地部の空地を、町の活力を生み出す原動力と

なる産業地として活用するため、区画整理の手法を用いて、土地の集約等、産業施設集積のため

の基盤整備を行うものである。 

※区域の被害状況も記載して下さい。 

関連する災害復旧事業の概要 

なし 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 



関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  

基幹事業との関連性 

 

 


